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1. 期間
開始 ：2023年7月
終了 ：2028年3月

2. 最終目標
将来の水素発電用の5万m3級大型液化水素貯槽の実用化に向け、過去に研究開発を実施してきた要素技術の
システム化による性能確認を行うため、実機の約1/10スケールのベンチスケールタンクの構築によるシステム実証実験
を行い、将来の実用機に向けた技術的実証と技術課題の抽出を行う。

3.成果・進捗概要

実施項目 成果・進捗概要

(1) 過去実施内容のフォローアップと
     研究開発の実施

真空断熱ブロックの耐震性に関する実験を行い、耐力が十分であることを確認した。
また、内槽側板直下構造及び外槽詳細構造を確立した。

(2) ５万m3液化水素貯槽の設計 貯槽本体の試設計を行った。建設方法及びクールダウン方法を決定した。

(3) ベンチスケールタンクの設計 5万m3液化水素貯槽の建設実現に向けた技術検証内容を設定し、詳細設計を行った。

(4) ベンチスケールタンクの 建設地
選定検討

実液の液化水素を用いることから、保安体制、試験環境、立地等を考慮して、
適切なサイトを選定した。

(5) ベンチスケールタンクの建設に伴う
高圧ガス保安法に係る手続き

ベンチスケールタンク建設地の管轄自治体に高圧ガス保安法に係る申請を行い、設置許可証を
受領した。また、高圧ガス保安協会に特定設備検査申請を行い、設計審査に合格した。

(6) ベンチスケールタンクの材料調達・加工 設計で決定した材料(部材)調達を行い、工場加工を行った。
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１．事業の位置付け・必要性

本事業を実施する背景や目的

・「エネルギー基本計画」（2025年２月改訂）では、社会実装に向けて、2024年5月に成立した水素社会推進法等
  に基づき、サプライチェーンの構築を強力に支援することが記されており、また、「水素基本戦略」（2023年6月改訂）
  では、国内市場のみならず、海外市場の取込みを念頭に置いた戦略が示された。

・その中で、水素社会実現に向けては、需要創出に資する効率的な供給インフラ整備に向けた制度整備が必要であり、
国際競争力ある産業集積を促すため、タンク、パイプラインなどの供給インフラの整備を支援することが示されている。

・「水素・燃料電池戦略ロードマップ」（2019年3月改訂）では、国際的な水素サプライチェーン構築に向けて、水素
製造、CCS、 貯蔵・輸送、利用における必要スペック目標が示された。

・本事業では、液化水素貯槽容量の必要スペック目標5万m3の達成を目的として、ベンチスケールタンクによるシステ
ム実証実験を行う。

本事業の位置づけや意義、必要性

・大型液化水素貯槽の開発は、CO2フリー水素サプライチェーン実現の鍵であり、エネルギー政策上の重要度が高
く、社会的必要性が高い。

・世界的にも前例がない極めてチャレンジングな開発テーマであり、事業化するまでに時間を要し、民間単独では開
発リスクが大きいことから、国の支援が必要。
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2 ．研究開発マネジメントについて

知的財産権等に関する戦略

〇平底円筒形大型液化水素タンクの断熱構造体を開発をする段階で、３件の特許を出願済。

①特願2018-071914 ⇒特許登録済み 番号 7253131

（断熱パネル構造、液化ガス貯蔵容器、及び断熱パネル構造の製造方法、並びに液化ガス貯蔵容器の

製造方法）

②特願2018-154158（断熱床構造） ⇒特許登録済み 番号 7387955

③特願2018-154159（アンカーストラップ構造） ⇒特許登録済み 番号 7178549

〇水素社会構築技術開発事業において、真空断熱貯槽構造とその製造方法に関して１件の特許を出願済

①特願2022-111671（平底円筒形大型極低温タンク及びその製造方法）

〇競争的な水素サプライチェーン構築に向けた技術開発事業において、内槽側板直下構造に関して１件の特許

を出願済

①特願2025-012398（液化水素貯蔵タンク）
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４．今後の見通しについて

◆本プロジェクトにおける「実用化・事業化」の考え方

〇当該製品は、水素サプライチェーンの上流の供給元での設備、また、下流の需要家での設備の双方に採用される。
〇顧客は、水素供給者、大口需要家である電力会社、ガス会社、石油会社等エネルギー関連の会社となる。また、液 
   化水素基地の施設全体を建設するゼネラルコントラクター、エンジニアリング会社等、コントラクターを通しての販路も  
   ある。
〇現在のＬＮＧチェーンと同様に、水素利用が世界的な広がりをみせることが予想されるので、グローバル市場への参
   入を想定している。

◆成果の実用化・事業化の見通し

〇当該製品は、水素・燃料電池戦略ロードマップにおけるターゲット『２０３０年頃の水素発電の商用化』に向け必須の製

品であり、概ね技術的課題解決への道筋が見えていることから、事業化の可能性は十分に高いものと考える。

〇貯槽専業メーカーである当社は、既存事業の延長という形で参入し、継続した受注により、技術水準、経済性を高め、

高い競争力を維持することが可能である。その背景として、

・既存の貯槽関連事業における人的資源をそのまま転用できる。
・自前の貯槽製作工場を運営しており、案件が具体化すれば即時に製作を開始できる。
・国内、海外での建設工事実績から、貯槽工事業者、貯槽専門工を多く擁している。
・ＬＮＧ貯槽、その他大型貯槽で築いたブランド力があり、顧客への強い訴求力がある。


